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はじめに
本論文は、『博士（経済学、論文博士）学位』（２００５年３月、中央大学）論文『第３セクターの
経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第５章「第３
セクター方式の新たなタイプの出現」の論文、（２出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式
の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部３章「地域活性化を推進する新潟県の主な
第３セクター」）の論文および出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』（１９９８
年３月　地域計画研究所）の第２部２章『観光レクリェーション施設を管理運営する典型的な第３
セクター」の論文を踏まえ、その後の動向などについては、「本学２００５（平成１７）年度特別研究費」
の研究助成を受けて加筆した論文である。特別研究費の助成に関しては、前吉田邦夫学長はじめ、
本学関係者に感謝する次第である。
本論文は、『住民参加と公民連携・（	

）』の視点より、次の５つの事
例について、事業化の経緯、事業の特徴、問題点、課題、今後の方向などについて検証したもので
ある。
　新潟県旧高柳町じょんのび村協会―地域住民などの出資を得て地域活性化・地域振興政策
を推進するため整備された健康保養増進・物産販売施設を管理運営する事例―
　新潟県旧中里村なかさと―地域活性化を推進するため整備された健康保養・観光施設等を
地域住民等の出資を得て管理運営する例―
　新潟県旧六日町しゃくなげ湖畔開発公社―地域住民等の出資を得て地域活性化・地域振興
政策を推進のため整備された地域活性化・観光レクリェーション関連施設を管理運営する事例―
　新潟県旧塩沢町新雪センター―地元関係者の出資を得て郷土の先達画伯の資料・芸術文化
を紹介する記念館として整備された施設を管理運営する事例―
　愛知県新城市三湊（さんそう）―一般市民１００人の出資を得て地域活性化・地域振興対策の
推進および古建築物の保存・活用など管理運営する事例―
Ⅰ　新潟県旧高柳町じょんのび村協会―地域活性化を推進するため整備され
た健康保養施設等を地域住民等の出資を得て管理運営する例―
１　株式会社じょんのび村協会の概要
　　地域概況
新潟県刈羽郡旧高柳町は、北陸自動車道・柏崎インターから車で南へ３０分、新潟市から１時間３０
分、東京から３時間の距離に位置する。
刈羽三山の一つで、標高８８９の黒姫山の山間を流れる鯖石川沿いに１９の集落が点在する自然環
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境に恵まれた人口約３，０００人の町である。ピーク時の１９５５年には１万人を超えた人口は、現在その
約４分の１に減少し、過疎化率が県内で一番であったこともある。四季の変化に富み、新緑の緑や
秋の紅葉は素晴らしいが、冬季は積雪が軽く２ｍを超す豪雪地帯である。
旧高柳町は、地理的に山間部に位置するため平坦な土地が少なく、国の農業振興政策を十分に導
入できないなど、さまざまな課題があり、地域振興の発展の芽が幾度も阻まれてきた。
また、冬季の出稼ぎや長男以外は就業機会を求めて町外へ出るという考え方が主流であったたた
め、若年人口が少なく十分に若手労働力が供給できなかったこと、豪雪地域であることがマイナス
要因として作用し、１９５５年以降の工業化の進展や所得倍増政策にもとづく農村工業導入においても
工場用地を確保することができなかった。
加えて、高速交通体系からも外れていたため取り残された「陸の孤島化」状態となっていた。
ちなみに、旧高柳町は、２００５年５月１日、西山町と共に、柏崎市に「編入」合併された。本稿で
は、合併前の旧名称を用いる。
　　事業化の経緯
過疎化進行の危機を脱出するため、町長の委託を受けて、町内の３０代、４０代の青年層と町職員が
中心となり、町外の専門家を招き、今後の高柳町の地域活性化、まちづくり計画の策定が行われた。
この会議は、「高柳町ふるさと開発協議会」と呼ばれ、１９８８年に発足した。２年間に延べ２００回以上
の会議を行い、調査、討議、研究を重ねてきた。
行政と町民が一体的に取り組む「まちおこし構想」として、〈住んでよし、訪れてよしの町づく
り〉を目指し、低下した町の活力を活性化するため、我が町を見直す一方、我が町の良さを全面に
出すと同時に、観光との連携を図る構想〈農山村体験滞在型交流観光事業〉として、交流リゾート
施設《じょんのび村》が生まれた。
新潟県の他のリゾート施設と異なる点は、《農山村体験型リゾート施設》である。高柳町は他地域
と比べ、観光施設と呼ばれる施設はほとんどない。高柳町のように過疎化した小規模な町では、今
後も町の定住人口を増やすことは極めて厳しい。
一方、近年、一般の観光利用者の〈観光施設〉に対する意識が大きく変化している。
人々はリゾート施設などの観光施設のみならず、野草や野鳥に興味を抱き、農村風景等に、心の
やすやぎを感じている。その結果、農山漁村の原風景も集客力を持つようになった。それに伴い、
自然環境の良さを再認識して、都会の人々に魅力を感じてもらい、高柳を訪れてもらうことにより、
交流人口を増やすことは可能となった。町民に自信を持ってもらい、〈高柳町らしさ〉〈高柳の個性
を生かした地域づくり〉の構想が具体化された。
このように、事業化とまちおこしを推進するという考え方が同時進行の形態をとったため、〈じょ
んのび村〉を整備するにあたっては、利用者側の意向を考えるのと同時に、町民のことも同時に考
えていかなくてはならない。
その結果、町が整備する農山村体験型のリゾート施設《じょんのび村》は、町民も出資した第３
セクター方式による《じょんのび村協会》により管理運営されることになった。これは行政だけの
運営では、役所の仕事の延長と捉えられ、サービス業の観点からは十分とはいえない。
一方、単に利益を上げることを目的にした施設の管理運営では、町民全体の信頼性や協力を期待
することはできない。事業の性格上から、町民との協力・連携を考えた運営が要求される。
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この両方の目的を達成する方法として、第３セクター方式による事業会社が設立され、１９９１年、
じょんのび村協会が誕生したのである。
ちなみに、「じょんのび村協会」の「じょんのび」という言葉は、この地方で用いられている方言
で、「ゆったり」あるいは「のびやかに」にという意味で使われている。
　　事業化の特徴
《じょんのび村の運営管理》を行う「じょんのびむら協会」は、第３セクター方式と呼ばれる
形態を採っているが、地域住民の出資を得て設立されたという意味では、「行政」「民間企業等」「地
域住民」の三者の共同出資による《ジョイントセクター》方式であるといえる。
《じょんのび村》の施設整備および管理運営の事業化の特徴は、施設整備は旧高柳町の公共公益
施設として整備されたが、管理運営は「行政」「民間企業等」「住民」の共同出資による《ジョイン
トセクター》方式が採られた点である。
他方、隣接地に設備された「県立こども自然王国」については、施設整備は新潟県が行い。管理
運営は旧高柳町が行っている（表１）。
　　事業概要
じょんのび村協会は次の事業を行っている。
町施設及び不動産の管理、運営に関する事業は、①スポーツ、レクリェーション施設の管理、
運営②宿泊休養施設、温泉施設、食堂、農林水産加工・販売施設の管理運営、③上記に付随する町
有地の管理、運営がある。
地域の活性化に関する事業は、①特産品の生産に関する事業、②旅館の斡旋及び広告に関する
事業、③地域開発に関する調査、研究事業、④イベントの企画、運営に関する事業、⑤地域産業に
関する商品企画及び販売斡旋事業、⑥労働者派遣事業、⑦環境整備に関する事業、⑧人材養成のた
めの教育事業がある。
じょんのび村利用者のサービス事業は、①損害保険代理業、②日用雑貨品の販売事業、③ス
ポーツ教室、文化教室などの事業がある。
その他上記に付随する一切の事業。
　　施設概要
〈じょんのび村〉施設および関連施設は、１９９１年に着工し、１９９５年に完成した。
１９９２年にオープンした銀兵衛は地元料理、地酒、サロン風ふるさと倶楽部交流の家で２８７㎡、
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表１　事業化の特徴
県立こども自然王国じょんのび村施設名
旧高柳町旧高柳町管理運営主体
新潟県じょんのび村協会施設整備事業主体
①地方債、③一般財源①地方債、③一般財源資金調達方法
旧高柳町が買収、県に無償貸付旧高柳町が買収用地取得方法
民有地民有地従前の土地所有者
旧高柳町旧高柳町現在の土地所有者
百菜館は手づくり工房で２５８㎡、ファームハウスは農村貸し別荘で１０６㎡である。
１９９４年にオープンした「萬歳楽」は、食堂、休憩、物産販売施設、宿泊可能人数は６０名で２，０８４
㎡、「楽寿の湯」はじょんのび温泉３７６㎡である。
さらに宿泊、研修、遊戯施設等を備えた〈県立こども自然王国〉とわら細工、竹細工等の生活体
験施設〈ふるさと体験工房〉は１９９５年に完成した。施設整備事業費は２，７２０，７９４千円、コア施設用地
は１１３，９８６．５４㎡である。
一方、〈拠点施設〉の整備とともに周辺施設として、〈ドライブイン〉〈月湯女温泉〉〈かやぶきの
家〉〈体験村〉〈門出パーク〉〈キャンプ場〉等が整備された。
　　施設整備費と資金調達
①施設整備費は、コア施設、キャンプ場、野外フィールド、スキー場、つり場、薬草園等の総事
業費は５，７８０，５７９千円である。このうち「萬歳楽」は電源三法交付金で施設整備された。
②資金調達方法は、施設整備費は公的資金により賄われている。民間資金を導入しないので時間
的には事業が長くかかることになるが、町の意見が集約されるというメリットがある。
　　会社概要
会社概要は次のとおりである。
①会　社　名：じょんのび村協会
②所　在　地：新潟県刈羽郡旧高柳町大字孝雄３０３３
③設立年月日：１９９２年３月
④資　本　金：１億１，７７５万円（町の出資額９，０００万円）
⑤株　主　数：２４０名
⑥大　株　主：小林組、村田組、植木組、柏崎農業協同組合、米山建設、大高建設、
永井工務店、石塚酒造（上記の大株主の持株数は３２株～１６株）
⑦代　表　者：代表取締役　高柳町町長　樋口昭一郎
⑧従　業　員：常勤役員　専務１名、社員数男子１４名、女子８名、合計２２名（パートタイマーは含
まない）
じょんのび村協会の資本金規模は、当初の計画段階では、町が９，０００万円、民間が１，０００万円の
合計１億円とする予定であった．このうち民間は、地元の町民や地元の企業である。
実施の出資額は１億１，７５０万円（町が６６．４３％、２３．５７％は町民や民間企業等）で、当初の予想以上
の出資金が集まった。これは、町民の出資額が予想以上に大きかったことによるもので、町民の期
待の大きさの現れである。
　　経営・運営概況
事業の採算性は、経営的に厳しい状況が続いている。経営赤字を解消する努力が必要である。こ
のような観光施設がなかった地域に、観光客を誘客することは並大抵ではない。幸い、平成６年度
の絶対利用者数（客室利用者数、入浴利用者数の合計）はの７万人という予測を大きく上回り、
７７千人を超え、萬歳楽・楽寿の湯、銀兵衛・百菜館・ファームハウスの全施設が整備された１９９５年
度は、２５３千人を越え来場者がピークに達した。
その後、開業効果は次第に減少し、近年来場者は横ばい傾向で２００３年度は１７万人である。
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　　地域への事業の波及効果
じょんのび村が整備されたことにより、「いろいろな人と出会い、視野が広くなった」「外部の人
を高柳町に招待するきっかけになり、声をかけやすくなった」という町民の声が聞かれる。
６５歳以上の高齢者で組織される、「民間活性化センター」では、１日３．４時間、清掃作業を行って
いる。高齢者にとって、これは、生きがいにも繋がると同時に、現金収入ともなる。また、高校生
のアルバイトの場としても、自宅から近いので保護者も安心できるという声がある。
高柳町では季節ごとに、手づくりのイベントが催されている。じょんのび村の利用客にも目を向
けることにより、以前にもまして町は活性化され、新しい文化づくりに取り組んでいる。
これは、地域の人たちの意識変革という点で波及効果が現れている証しである。また、町外に向
かって町の農協や商工会、農業が活性化されたことは大きな効果としてあげられる。
　　問題点と課題
パートタイマーやアルバイトの大半が、家庭を持つ主婦や学生である。小中学校が集中的に立地
しているこの地域では、学校行事があると一斉にみな休むなど、夜間や土日の労働力が不足する場
面がある。パートタイマーやアルバイト等は限られた地域住民で行われているため、経営者側は勤
務状態に厳しい対応ができずに、慢性的な人員不足に悩まされている。
じょんのび村開業当時、支配人は、町民に対し、「特別なもてなしをしなくても、今やっているこ
と、住んでいる、暮らしているところを求めて観光客は訪れるので、自然のままの生活がいかに素
晴らしいことか、気づいてほしい」と語った。
　　今後の方向と展開、提言
旧高柳町の自然環境は本当に素晴らしい。じょんのび村は高柳町の素晴らしさを一箇所に集約し
た施設であるといっても過言ではない。じょんのび村を訪れる人は、日本の農山村の原風景、原体
験ができ、普段の都市的生活から離れてリラックスした気分を堪能できると評判である。
また、じょんのび村のコア施設に隣接して、《県立こども自然王国》が整備されたことにより、年
配者から子供までさまざまな客層に対応できるようになった。今後は、一度訪れた人が、リピー
ターとして「また来たい」と思えるようなサービスの提供を維持することが肝要である。と同時に、
地域住民との共存を図るため、地域活性化を推進するためにさまざまな工夫を凝らしていくことが
重要な課題である。
２　旧高柳町「新潟県立こども自然王国」
　　事業化の経緯
旧高柳町は、従来、出稼ぎの町であり、いわゆる観光地ではなかった。「ふるさと開発協議会」で
は、町の活性化を図るため、村民の手づくりによる観光開発を行うという考え方を基本に、「かやぶ
き風の観光施設をつくり、交流人口を増やす」じょんのびの里構想が立案され、じょんのび村の種々
の施設が整備されたが、じょんのび村だけでは集客・収容力の面で問題があり、中核施設の拡張が
課題であった。
一方、新潟県には県立児童館を整備する構想があった。旧高柳町では「じょんのびの里」構想に
より、じょんのび村拠点施設の中核施設に、「こども自然王国」を誘致することになった。
立地場所の選定条件は、眺望がよくまとまった面積が確保できることが条件とされたが、その条
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件に、じょんのび村に隣接した旧高柳町の旧野球場は最適な好適地であった。
施設の運営管理は、使用料は安く、営利を目的としない方針であったこと、また当時は、実質的
な運営期間は１年程度であった、〈第３セクタ ・ーじょんのび村協会〉の運営もようやく軌道に乗り
はじめた状況であったこと、加えて、県営施設の運営を行うことは大変であるとこと、また県の指
導も直営方式がよいとの判断があったことなどの理由で、当面の間、町直営方式が望ましいとされ、
そのまま現在に至っている。
　　事業概要
こども自然王国は、じょんのび村のコア施設内に位置する。こども自然王国は新潟県が建物を整
備し、旧高柳町が管理運営する町営施設である。大自然の中の子供のためのユニークな施設であ
り、１８０人規模の宿泊能力（全国で３本の指に入る規模）を持つ、宿泊型体験施設である。
ここでは、自然観察指導員や博物館学芸員、ネイチャーゲーム指導員等の資格を持ったプレイ
リーダーと呼ばれる人が王国の案内人となり、自然観察、スポーツ、工芸、工作など普段出来ない
ようなことを体験できる施設である。
　　施設概要
施設の土地面積は９１３，７３０㎡、建物延べ床面積は２，６６９㎡である。
施設は、〈ガルルの城〉と呼ばれる建物内に、「宿泊施設」「食堂」、じょんのび村の楽寿の湯と同
じ泉質の「温泉の浴室」、天体観測や映写会も出来るドーム型の「多目的ホール」、自然や生き物、
宇宙に関する本がある「ライブラリ・パピルス」、工作や料理研究、研修、集会にも利用可能な
「キューブ１．２．３．＆研究室」、木材を使ったさまざまな道具が用意されているユーポート全天候
型の「屋根付広場」（ビッグシェル）などがあるほか、屋外施設に次の諸施設がある。
カヌー教室が行われる「カヌーエリア」、大すべり台がある「パラダイス」、変わった自転車
に乗れる「おもしろ自転車ロード」、遊具で遊べる「こども遊園」、伝統工芸や竹細工などが体験で
きる「体験工房」、屋外ステージ付の多目的広場「わんぱく広場」、ガルルの丘「キャンプ場」、「バー
ベキュー広場」等がある。
施設の特徴は、「施設内に屋根付広場が設けられている」「児童館であるが温泉利用ができる」「全
国で３番目の大型児童館である」「施設内に大型遊具が設置されている」「星の観察ができる」「最大
１８０名の宿泊が可能である」ことなどがあげられる。
加えて、厚生労働省の管轄施設であるので、文科省施設とは異なり、定型型のカリキュラムでは
なく、自分のやりたいプログラムを自由に選択し参加することができること、遊びや体験のサポー
ト・指導をしてくれる児童厚生員がいる点などがあげられる。その意味では、利用者のニーズに合
わせて対応できるように配慮されているといえる。
これらの施設のうち町事業による主な施設は、①ふるさと体験工房（木造平屋建延床面積２２７．７８
㎡）、②河川交流広場（広場造成面積３，０００㎡）は公衆便所、体験器具格納庫、③パラダイスは
大型遊具多目的広場、公衆便所、④わんぱく広場は散策道、バーベキュー広場、遊具格納庫、⑤そ
の他、休憩小屋、炭焼小屋、自然観察路等である。
一方、県事業として整備された主な施設は、①新潟県立こども自然王国は食堂、集会室、研修室、
屋根付広場、宿泊２７室（定員１８０人）、②２級河川鯖石川の整備（魚道、カヌー、乗馬、釣りサイト、
親水広場）、③破防河川武納川の整備（魚道、親水歩道、寄石水辺園）等である。
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　　施設整備費、資金調達
①事業用地は旧高柳町が新潟県に対し無償貸与。②屋外付帯設備の建設費１億７，４００万円は地元
負担。
　　施設の管理体制
①特別会計による旧町からの繰出金は２６百万円。
②職員数１５名（旧町職員３名、児童厚生員３名、臨時職員９名）その他パート。
　　運営概況
利用状況は、開業当初の段階の予測（計画時の入場者数試算）では年間宿泊者数は１５千人、日
帰り客は３２千人であったが、実際には１９９５年８月の宿泊者数は約３千人弱、同年９月の宿泊者数は
約９００人であった。
関係者は、当初予想値の宿泊者数を確保することは難しいと想定されていたが、来場者数は予想
値を確保できると考えられていた。
現在も、概ね、この状況で推移している。
事業は特別会計により運営されている。現状では赤字経営であるため、旧高柳町から財政支援
策として２６百万円が補填されている。仮に、この施設運営管理が赤字でも、じょんのび村全体の集
客効果は極めて大きいので、全体的な収益構造に大きく貢献をしているといえる。
　　地域への事業の波及効果
地元商店街や周辺地域の商業地域の活性化につながっている。
　　自治体との関わり
旧高柳町の直営施設として運営しているため、町職員が３名出向派遣され運営管理をしている。
また、資金面では町から繰入金が支出され、特別会計事業として運営されている。
　　今後の課題と展開
今後の課題としては、①平日稼働率の向上、②冬季間の対応、③日陰と野外休憩場所の確保等が
あげられる。
〈県立こども自然王国〉の施設規模は、極めて大きく遊具も豊富である。休日の集客効果は極め
て高く、駐車場が手狭状態となるくらいに混雑するが、残念ながら平日の稼働率は低い。
《新潟県立こども自然王国とじょんのび村》の諸施設は旧高柳町の活性化を推進すると同時に、
交流人口を増やす目的で整備された《農山村体験滞在型交流施設》の中核施設である。
この施設の内容やサービスは共に充実しており、町民が村外者に対し自信を持って利用を推薦で
きる立派なもので、町の活性化の起爆剤となったことは高く評価できる。
現在の集客力の維持と確保を図るためには、今後とも絶え間ない努力とさまざまな工夫が必要で
ある。現在でも魅力ある体験プログラムが豊富に揃っているが、再度訪れる人が増加するよう、い
つ来ても楽しめるオリジナルティーのあるプログラムやイベントをいかに提供できるか、が今後の
大きな課題である。と同時に、来街者と町民との交流を積極的に進めることにより、一層の地域活
性化の推進を図ることが重要な課題であるが、中山間地域の《農山村体験滞在型交流施設》の成功
例として、今後の事業展開を期待するものである。
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Ⅱ　新潟県旧中里村なかさと―地域活性化を推進するため整備された健康保
養・観光施設等を地域住民等の出資を得て管理運営する例―
１　地域概況
旧中里村は、新潟県の南端に位置し、湯沢町（１７㎞、４０分）、塩沢町（１５㎞、３０分）、十日町市
（１２㎞、２５分）、松の山町、津南町に接している。
ちなみに、旧中里村は、２００５年４月１日、十日町市および川西町、中里村、松代町、松之山町の
近隣５市町村と「新設」合併し十日町市になった。本稿では、合併前の旧名称を用いる。
２　事業化の背景
旧中里村では健康保養温泉施設を施設整備するにあたり、施設の管理運営方法を種々の観点より
検討した結果、施設整備は中里村が行い、施設の管理運営は、第３セクター方式により設立された
事業会社が行なう「公設民営型の事業方式」が採用された。
この事業方式が採用された背景には、旧中里村ではすでにショッピングセンター機能とコミュニ
ティ施設機能を併せ持つ複合多機能施設「」が整備されているが、この施設整備および管
理運営は第３セクター方式により設立された中里村地域開発が事業を実施しており、高い評価を
得ていたことなどの経緯がある。
また、日帰り温泉施設「ゆくら妻有」の管理運営、中里村観光インフォメーションセンタ 「ー縄
文の駅」の管理運営等、町が整備した公共公益施設の管理運営を併せて行うことを踏まえ、第３セ
クター方式による事業会社が適切であるとされた。
３　事業化の特徴と法人設立の特徴
「なかさと」の中核事業である健康保養温泉宿泊施設、愛称「ミオンなかさと」は「施設整備
は中里村が行い、管理運営はなかさとが行なう典型的な『公設民営型』の事業方式」が採用され
ている。
一般に地域住民のニーズは多様化、高質化する傾向がある中で、行政が提供する基礎的なサービ
スよりも、より充実したサービスの提供を受けたいという要求が強い。また公務員にはみられな
い。民間的なきめ細かな柔軟なサービスの提供が期待される傾向が強まる傾向にある。
このようにサービスに対する意識が、多様化、変容する中で、行政と民間の長所を合わせもつ性
格を有する組織や方法として、公共と民間の長所を併せ持つ性格を期待できる第３セクター方式に
よるサービス提供を行うことが望ましいと考えられ、設立されたわけである。
この施設を管理運営する事業会社の設立は、第３セクター方式と呼ばれる形態が採られたが、施
設が整備された地域の「倉俣地区振興会」と呼ばれる地域住民で構成される地域住民団体から出資
を得て設立されたという意味で、「行政」「民間企業」「住民」の共同出資を得て設立される《ジョイ
ントセクター》方式である、と呼ぶことができる。
事業化の特長は、「管理運営主体はなかさと」「施設整備主体は旧中里村」「用地取得方法は旧中
里村が買収」「従前の土地所有者は民有地」である（表２）。
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４　事業概要と施設概要
会社の主な事業内容は、①ミオンなかさとの管理運営、②ゆくら妻有の管理運営、③ラピーヌ雪
街道の管理運営、④清津峡渓谷トンネルの管理運営、⑤旧中里村観光インフォメーションセンター
「縄文の駅」の管理運営である。
中核施設「ミオンなかさと」は、プール施設機能「バーデーゾーン」、温泉施設機能「スパゾー
ン」、無料の大休息室、宿泊客室等から構成されている。
５　会社概要
資本金は２，１００万円、株主総数は９名、株主は旧中里村（議決権比率８０．９６％）をはじめ、
越後交通２．３８％、第四銀行２．３８％、十日町農業協同組合２．３８％、宮中生産森林組合２．３８％、堀
之内温泉利用組合２．３８％、東京電力２．３８％、倉俣地区振興会２．３８％、株式会社整理回収機構
２．３８％からなる。従業員は正社員２２名、パート２４名。
６　経営概況
　　経理課題と営業展開の視点
「株式会社なかさとの第９期営業報告書（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）」には、次のよ
うに、経営概況および事業概要が明記されている。
日本経済の動向は、明るいきざしが見えるとされているものの新潟県下では最も厳しい経済状況
にあり、当圏域の経済の先行きは引き続き極めて厳しい状況にあるとの認識を踏まえ、次の視点よ
り５つの営業方針が掲げられ、経営努力が行なわれている。
第１点目は、施設管理会社として管理能力の向上があげられている。
同社では、管理施設の長期的な課題・方向づけの明確化を図るため、中里村から委託されている
管理施設である「ミオンなかさと」「ゆくら妻有」「清津峡渓谷トンネル」の営業分析を行なうと同
時に、施設の改善点の抽出作業を行ない、「管理施設に関する短・中期課題考察」として取りまとめ
られている。
この経営分析では、それぞれの事業について、①ミオンなかさとでは宿泊・宴会施設の増築で利
用客の満足度を高め、増収増益への体質改善が必要であること、②ゆくら妻有では温泉の現状の湯
出量を勘案した給湯システムの見直しの必要性と施設周辺で進む開発との相乗効果の創出が必要で
あること、③清津峡渓谷トンネルでは県道改良後の交通システムの再構築とトンネル利用満足度の
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表２　事業化の特徴
ミオンなかさと施設名
なかさと管理運営主体
旧中里村施設整備事業主体
①地方債、③一般財源資金調達方法
旧中里村が買収用地取得方法
民有地従前の土地所有者
旧中里村現在の土地所有者
向上が必要であることなど、課題が明確にされている。
第２点目は、「新潟県経営品質賞」受賞へ向けてのチャレンジがあげられている。
一般に、経営品質賞が目指す方向は、「顧客本意に基づく卓越した業績を生み出す経営の仕組みを
追求する企業・組織づくりにある」といわれることを踏まえ、「顧客」「競争」「変革」の３つの視点
より企業を見直すことが重要である、と認識されるが、同社では、「来期にはこの申請を行う予定で
ある」とそのチャレンジ精神が明確にされている。
また、今後、経営品質アセスメント基準により、同社の現状をつぶさに検証していく中で、従業
員のファシリテーター能力を向上させることが重要な要素であると認識されている。
第３点目は、化のさらなる推進と圏域のネットワークの進捗状況に対応する点があげられてい
る。
第４点目は、販売促進事業の強化があげられ、「１＆１＆１」運動と称される、「１施設」「１ケ
月」「１販促事業」の実施があげられている。これまでの販促実績の評価に加え、さらなる取り組み
が必要である、と指摘されている。
第５点目は、情報発信力の強化があげられている。当初計画の予定どおり「遊湯情報」紙の年４
回発行が軌道にのってきたので、今後は読まれる紙面づくりに向けて取り組む必要があると認識さ
れている。
一方、各施設の入館状況・売り上げは、引き続き厳しい状況にある。とりわけ、売上高に占める
割合が一番大きい「ミオンなかさと」の利益低下が顕著となっていることから、この改善を図るた
め、効果をあげられる営業上の諸施策（営業日増加等）の展開が必要である、と課題が明確にされ
ている。
　　経営状況
「株式会社なかさと」の経営状況を売上額の推移からみると、第１期の会社設立以来、第１期か
ら第５期までは順調に伸びていたが、第５期（１９９９年４月１日～２０００年３月３１日）の売上高約４億
２千万円をピークに、年々、減少する傾向にある。
第９期（２００３年４月１日～２００４年３月３１日）の売上高は、約３億８千万円である。これは、ピー
ク時の第５期の売上高４億２千万円に比べ１０％の減少となっているが、２００３年度の経営収支は約９０
万円の営業利益を維持している点は高く評価できる。
主要施設の経営状況は次のとおりである。
７　主要施設の状況
　　ミオンなかさと
「ミオンなかさと」の２００３年度の利用人員は、約２８６千人である。前年度に比較して、約５．５千人
の減少である。当期の上半期には、第２回「大地の芸術祭」が開催され、作品を見学に訪れる学生
の姿が多く見受けられたが、施設利用者増には直接結びつかなかった。
近隣市町村の類似施設の増加により競争が一層激化するなど厳しい社会経済環境の中で、友好関
係にある埼玉県新座市の補助制度を利用して宿泊される利用者や利用の問い合わせが多いことか
ら、今後の営業戦略の柱は、同市の市民の利用促進を積極的に展開する必要があると、認識されて
いる。
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今期の特徴は、夏季・冬季の休み期間、「１ケ月間、自由に利用可能な《プール機能のバーデーゾー
ン施設》の利用会員」を募集した結果、個人利用者がいたことを踏まえ、今後とも、きめ細やかな
利用者ニーズに併せた対応が必要である、と認識さている。
このように、家族会員数などは減少したものの会員売上は、制度改定により前年を上回る結果が
得られたことは特筆できる。
「ミオンなかさと」を利用する人の多くは、半日ほどゆっくりと利用する傾向がある。午前中に
来館し、施設で昼食を採るパターンが多いこので、１人当たりの館内消費金額は、１，５００円～２，０００
円であると推定されるが、利用者の減少により客単価の減少がもたらされたものである、と考えら
れている。
したがって、このままの営業状況で施設運営を行なっていくと仮定した場合は、年々「ミオンな
かさと」の利用者は減少の一途をたどると懸念されるので、次年度以上は営業体制を抜本的に見直
し、利用者の顧客満足度を高め、利用者の顧客満足度の向上を第一に考えるという営業方針に基づ
く中で、営業体制の再構築を図る必要があると同時に、市町村合併後の施設運営では、独立採算制
が維持できるような体制の構築を図るとともに、施設のリニューアルも視野に入れて、改善や提案
を進めていく必要がある、と認識されている。
　　ゆくら妻有
当期の入泉利用者数は約１３万人であり、前年度と比較して約４００人増加している。
この利用者の増加要因は、一般入泉の大人の利用が下半期すべての月で前年を上回った点があげ
られる。
特に、１２月２５日に放映された「新潟版日帰り温泉テレビ」における紹介情報、また同月２８日に行
なわれた「入泉７５万人達成記念イベント」が新聞紙上などで大きく取り上げられるなど、これらの
報道情報などが、当施設にとって大きな効果がもたらされた結果として、一般入泉者の増加につ
ながったものである、と考えられている。
また売店の売上増加は、土・日曜日に限定したメニューの導入や四季に合わせた商品揃いが利用
者ニーズにマッチしたことなどの影響によるものと考えられている。特に、１２月から販売した６００
円、９００円の高単価の餅が予想を上回る販売点数となった結果、全体の単価の底上げにつながったも
のである、と認識されている。この結果、一人当たりの客単価は開業最高となった。営業努力の結
果でもある。
施設イベントの中で特筆すべき点は、「オールナイト」営業が上げられる。テレビ、新聞による
が功を奏して、入館者（４２２名）は前年に比べプラスである。当日は、夜中の２時まで３人体制で臨
み、ピーク時間の１２時前後は身動きのとれないような活況状態を呈していた。今後は、このイベン
トを「ゆくら妻有」の柱として重要視していきたいとされる。
　　ラピーヌ雪街道
開業５年目の利用者総数は、約２万人である。前年２００２年度に比べ若干増加（１０３％）している。
この要因は、夏季に行われた大地の芸術祭に関連した利用者があったこと、１１月中旬まで紅葉見学
の利用者があったこと、また降雪量が例年並みであったことなどの好影響がもたらした、と考えら
れている。
また、売店の主力商品の米は、秋の新米から長年こだわって販売してきた「中里村産清流米」が
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精米所の都合で無くなったこと、地域統一米「魚沼ロマン」に変わったこと、冷夏影響などにより
価格が高騰したことなどにより、販売額は伸び悩んでいる。
清津峡への送迎利用者数は、施設定休日にもすべて送迎対応してきたが、前年度に比べて約２０％
の減少である。この主要因は団体利用者総数が減少していること、湯沢・塩沢地域の各ホテルは直
接マイクロバスを送迎しているなどの影響を受けたものである。この傾向が強まると、売店や団体
利用者の食事の売上額に大きな影響がでると懸念されている。
一方、地域からの情報発信の場「まちの駅」コーナーは、より充実させるために、近隣市町村を
紹介することに加えて、宿泊施設やレジャー施設のパンフレットなども取り揃えている。情報が一
段と豊富になったと、観光利用者からの評判も上々であり、利用者に喜ばれている。
　　清津峡渓谷トンネル
当期の清津峡渓谷トンネルの入坑者総数は１２万人で、前年比６％の減少である。これを月別状況
でみると、７～９月の夏季に団体利用者の入坑者数が落ち込んでいるが、この期間は湯沢地域のホ
テルなども大きく利用者が落ち込んだといわれ、観光客利用者全体の動きが悪かったことによる結
果である、と認識されている。
一方、同じ期間に、地元写真サークルの協力を得て、「写真で見る中里村の観光スポット展」を開
催したところ、観光利用者などから「写真の場所に行って見たい」など、との問合せが事務所に寄
せられるなど反響があった。
また、渓谷トンネルをもっと楽しんでもらうため、一般からマスコミキャラクターを募集した結
果、かわいいマスコットを決定した。
来期は、累計入坑者数が１００万人を迎えることになる。より一層のリピーター利用者の増加を目
指し、清津峡渓谷を見た感動を知らせる情報発信を充実させて行きたいと意欲的に対策が考えられ
ている。
７　今後の課題
今後の課題について、次のように認識されている。当圏域では、２００５年３月３１日に市町村合併が
なされたため、第１０期が、現自治体の「中里村」を最大株主とする最終営業年度となる。
市町村合併協議で確認されている第３セクターに対する取扱いは、市町村合併後に健全経営に向
けて論議を行う方針が認識されている。市町村合併後は、第３セクターの合併・分離問題や旧市町
村の観光振興等の方針により、第３セクターの位置づけや設置形態も大きな変化が生じることが予
想される。
また、平成１５年の地方自治法の改正により、管理契約形態が、「管理委託契約方式」から「指定管
理者制度」に、２００６年９月までに、制度変更されることも大きな影響を及ぼすと考えられる。
このような状況化で、第１０期（２００４年４月１日～２００５年３月３１日）の主要課題は、次の諸点が掲
げられている。①現有管理施設の経営改善計画の策定、②新潟経営品質賞審査基準による経営品質
の客観的評価、③クレームへの迅速な対応を可能とするシステムの構築、④「ミオンなかさと」の
入退館コンピューターシステムの入替によるデータ活用の強化、⑤顧客満足度充実のための施設・
課別課題の設定と実践が行われてきた。
このように、厳しい社会経済環境の中にあるが、地域活性化、地域振興に日夜取り組んでいる第
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３セクター会社、村、地元民間企業、地域住民などの関係者の労を高く評価するとともに、これら
の関係者が一体となって事業展開を図っていくことにより、全国に範を示される成功事例を目指し
ていくことを切に期待するものである。
Ⅲ　新潟県旧六日町しゃくなげ湖畔開発公社―地域振興政策を推進するため整備
された観光レクリェーション施設を地域住民等の出資を得て管理運営する例―
１　地域概況
旧六日町は、人口２万９千人余りで新潟県の南部に位置し、南魚沼の中核都市として政治経済文
化の中心地である。
上越新幹線、関越自動車道の高速交通網が整備され、水と緑の豊かさと首都圏からの時間・距離
の短縮により工業立地として好条件から、誘致企業の進出も多く、農工商観バランスのとれた町と
してさらに飛躍的発展が期待されている。
中の岳、霊峰八海山をはじめとする越後三山と、これに連なる峻険なる連峰は、２０００メートル級
の山々を擁し、山村面積が多く、福島県尾瀬地方や群馬県水上町と接している。この山麓に三国川
ダムが建設されており、ダム周辺を中心にリゾート重点整備地区に指定されている。
ちなみに、旧六日町は、２００４年１１月１日、大和町とともに、「新設」による市町村合併して、南魚
沼市になった。本稿では、合併前の旧名称を用いる。
２　しゃくなげ湖畔開発公社の設立経緯
　　事業の経過
１９６９年８月、未會有の集中豪雨の発生により地域に甚大な被害が及んだことが発端となり、建設
省の直轄事業による三国川ダムの整備が実現した。
このダム建設事業によって出現したダム湖を中心とする観光資源と周辺の越後三山只見国定公園
など山岳、渓谷、清流、森林景観などの観光レクレーション基地として整備を図ることが計画され
た。
この地域計画を推進することにより、従来からの生活の糧であった山林資源水没の影響緩和と雇
用の場の創出、若者の都市への転出防止と過疎化への歯止めなど、地域の活性化を図る定住条件の
整備に大きな期待がよせられたのである。
また当地域は、１９８８年１２月総合保養地域整備法に基づく「マイ・ライフ・リゾート新潟構想」の
重点整備地区に指定されたことにより、民間活力の活用による有利な開発条件が整い、地域住民は
もとより、広く国民の健全余暇活動推進に寄与できるものとして、観光振興と連携した地域住民の
生活基盤の安定に結びつくものであると期待された。
近年の高速通信網の整備により、都市住民が自然とのふれあい活動の場として格好の場であるこ
と、都市と農村の交流を活発に行うことが可能であること、情報の交換、人と人との交流が図られ、
地域住民の多様なコミュニティ活動を促進させ、都市と農村の共栄による２１世紀にふさわしい新し
いふるさとづくりの構築へとつなげられると期待された。
事業の経過は、要約すると、次のとおりである。
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１９８９年３月２７日設立準備委員会発足。１９９０年５月１０日財団法人設立を正式に承認。１９９０年１２月末
奥五十沢観光振興センター、五十沢渓谷観光休養センター設立。１９９１年４月１日事業開始。１９９４年
１２月運動公園完成。
　　愛称・しゃくなげ湖
三国川ダムは越後三山と山麓の多目的ダムで、２，０００メートル級の山をバックに、そのふところに
満々と水をたたえ光り輝く様は、まさに「しゃくなげの花」をイメージする。古来より、周辺に繁
茂し美しい景観をつくり、地域の人たちに愛されているのも、やはり「しゃくなげの花」である。
このように地域と一体になり、訪れる人に愛され親しまれるダムであってほしい願いから、「しゃ
くなげ湖」と命名された。
３　事業化の特徴
ダム湖を中心にすばらしい自然を利用して観光レクレーションを行うために、旧町と地元町民の
出捐による第３セクター方式によって、しゃくなげ湖畔開発公社が設立された。
この公社の設立は、雇用の場の創出、若者が都市へ流出することを抑え過疎化に歯止めをし、地
域の活性化を図ることが目的とされている。
この事業推進の特徴は、土地は一般の地権者や地主から旧町が借地したものであるが、建物など
の施設はすべて旧町が整備したものであるか、または建設省（国土交通省）が整備したものである。
これらの整備された施設の管理運営は、すべてしゃくなげ湖畔開発公社が行っている。
この施設管理公社しゃくなげ湖畔開発公社の設立は、一般に、第３セクター方式と呼ばれる形
態が採られたが、いわゆる、町と地域住民から出捐を得て設立されたという意味では、「行政」と
「地域住民」の共同出捐により設立される《第４セクター方式》である、と呼ぶことができる。
事業化の特徴は、要約すると、「施設整備事業主体は旧六日町、あるいは建設省」「管理運営主体
はしゃくなげ湖畔開発公社」「資金調達方法は旧町の出捐は３，０００万円、地元旧町民の出捐は
２，０００万円（地元２００戸より各１０万円）で、基本財産額は５，０００万円（旧町の出捐と地元町民の出捐の合
計額）」「用地取得方法は民有地を建設省が買収、または民有地を旧町が借地して提供」「従前の
土地所有者は民有地」「現在の土地所有者は建設省、または民有地を旧町が借地」である（表３）。
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表３　主な施設と施設整備主体
施　設　概　要施　設　名施設整備主体土地所有形態
飲食、休憩、研修、土産品販売
等の観光拠点
しゃくなげ観光センター
奥五十沢観光振興管理センター
旧六日町民有地と六日町
（男女各５）
（足漕ぎボート５台、
手漕ぎボート７台）
登山訓練センター
オートキャンプ場
温水シャワー棟
貸しボート、釣堀受付所
貸しボート乗り場
五十沢渓谷観光林業センター
旧六日町建設省
運動公園旧六日町民有地を町が借地
一面
にじます、岩魚が放流
休憩所
６棟
全天候型テニスコート
釣堀
あづま屋
水洗トイレ
建設省建設省
２８区画、各区画に上下水道、炊
事場、AC電源設備付き
オートキャンプ場建設省と旧六日町建設省
４　事業概要および施設整備は、次のとおりである。
　　事業内容
主な事業は、しゃくなげ湖畔の環境整備・保全、しゃくなげ湖畔マウント・レイク・フェスティ
バルの開催、登山塾の開設・登山の案内及び情報提供、登山施設の管理及び整備、しゃくなげ農園
の管理運営、しゃくなげの研究・生産・販売活動、郷土食文化の創作及び特産品・土産品の開発・
生産・販売活動、雪国文化体験学習塾の開設、地方と都市の交流、旧町から受託する施設の管理運
営である。
　　施設概要
施設整備主体については、それぞれの施設により、建設省が整備したものであるか、あるいは
旧六日町が整備したものであるのか、それぞれ異なるが、これらの施設の管理運営はすべて
しゃくなげ湖畔開発公社が行なっている。
５　施設整備費と資金調達の方法
土地取得費については、民有地を建設省が買収あるいは民有地を旧町が借地して施設整備してい
るので、基本的に賃貸料は無償である。また施設整備については、施設によっては建設省、あるい
は町が直接整備しているため、しゃくなげ湖畔開発公社の負担は基本的にない。
財団法人の設立にあたっては、基本財産の出捐は、旧町と地元町民の出捐により設立された。
町から年間７００万円～８００万円の管理委託費などの財政的な支援措置があるが、旧町の考え方とし
ては、本来的には、財団自身の売上額で管理運営していくことが前提とされている。
仮に、経営上の赤字額が小さい場合には、財団自身が銀行などから借入れして対応すればよいと
町は考えている。赤字額が大きくなった場合の対応などは問題となろうが、いずれにしても町は赤
字分の負担をするようなことは考えていないといわれる。
事業の推進にあたっては、旧町から施設管理費として一定額の助成があるが、それでも財団運営
にとっては厳しいものがある。旧町が施設の維持管理費をもっと手厚く助成してくれれば、廉価な
利用料金で集客できるといわれるが、現状では厳しいといえる。
６　財団の概要
財団の概要は、次のとおりである。
①法　人　名：しゃくなげ湖畔開発公社
②所　在　地：新潟県南魚沼郡旧六日町大字舞台７４５４８
③設立年月日：１９９１年４月１日
④基 本 財 産：５，０００万円
⑤役　員　数：理事長以下１０名、監事２名
⑥職　員　数：７名
７　経営・運営概況
　　利用者状況
奥五十沢観光振興管理センターの利用状況をみると、冬季の利用はほとんどなく、夏季の観光利
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用者が圧倒的に多い。１９９１年４月月から１９９２年３月の間の利用者は約２２，０００人である。この時期に
は、まだダムは完成していない状態である。
１９９２年４月から１９９３年３月の間は約３２，０００人、１９９３年４月から１９９４年３月の間は５６，０００人、１９９４
年４月から１９９５年３月の間は約５８，０００人である。
この数値はセンターの訪問者数である。
したがって、三国川ダムに来訪する観光利用者総数は約１２万人を超えると推定される。観光利用
者は年々増加してきたが、これはテレビ放映やパンフの配布による効果、また来訪者などの口込
みによるものであるといえる。
近年は、開業効果も薄れ、観光利用者は減少する傾向にある。
　　経営状況
当初の段階における経営収支状況は、初年度は年間の売上高は約２千万円で約３０万円の欠損、２
年度は約３８百万円の売上高３百万の黒字である。観光利用者の増加に伴い、売上高も増加し、収益
を計上した年度もあるが、近年は、開業効果が薄れ、全般的に経営は厳しい状況にある。
８　地域への波及効果
「しゃくなげ湖」に来た観光利用者が、旧六日町の温泉旅館などの宿泊施設に宿泊するなど、地
元商店街の活性化につながっている。
９　自治体との関わり
しゃくなげ湖畔開発公社は、旧町と地元住民による出捐金５，０００万円でスタートした。管理運
営は、財団の責任で行うことを前提に設立されたが、旧町から年間７００万円～８００万円の施設の維持
管理費委託費など、財政的な支援を受けている。
１０　企業との関わり
企業からの職員の出向・派遣や財務支援などは、一切行われていないが、旧六日町商工会から業
務委託などの委託費などの財政的な支援を受けている。
１１　問題点と課題
しゃくなげ湖畔開発公社の問題点は、基本的に、次のような３つの問題に要約される。
第１は、しゃくなげ湖に訪れる観光利用者は、冬期間はほとんどない状態である。冬季の観光利
用者など顧客の確保を如何に図るかが問題である。
第２は、施設の運営管理の問題である。財団側は、旧町が施設の維持管理費の助成が十分であれ
ば、施設を廉価に提供できるといわれるが、現状では厳しい。
また公園などの整備は施設整備費が多額に掛かるので、しゃくなげ湖畔開発公社が単独で実施
するには負担が大きい。関連施設の整備をだれが負担するかが問題である。
第３は、旧町からの財政資金援助問題である。旧町の方針では、本来的に財団法人が自身の安定
的な収入を確保して、その売上金額によって施設の管理運営を推進していくべきであると考えてい
る。つまり、財団は自らの企業努力等により経営の安定化を図るべきであると考えている。
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一方、財団側では、旧町が施設の維持管理費などの財政的な支援措置を手厚くしてくれれば、施
設を廉価に提供できるが、旧町は一定額以上の資金援助はしてくれないという不満がある。新規の
事業展開をする場合でも、財団自身で収益をあげるには限度があるので極めて困難であると考えて
いる。
このように、自治体側と財団側の基本的な考え方の相違が大きな問題である。
１２　今後の方向と展望
しゃくなげ湖は、自然環境や自然景観がとても素晴らしい。ここを訪れることにより、普段の日
常生活から開放されてリラックスした気分になれる点は、大きな特徴である。
第１の冬季期間の利用者確保問題は、冬季期間でしかできないユニークな独自のイベントなどを
行うことにより、観光利用者を集客するなど、種々の対策や工夫を講じ収益の拡大を図る必要があ
るが、このような事業展開による収益の確保は、現時点では極めて困難を伴う。そのため冬季期間
に無理なイベントなどを行なわず、夏季を中心に安定的な収益を図る対策や工夫を講ずることが重
要である。
しゃくなげ湖を訪れた観光利用者などが、「第二のふるさと」として頻繁に来たくなるように施
設・サービスを充実することが重要なポイントである。
第２の問題の施設の管理運営面の問題は、財団ではボランティア活動の導入を図り、管理経費の
削減を考えている。新規従業員の採用は冬季期間の営業が実質的に不可能なため、通年雇用は困難
である。
したがって、夏季期間の繁忙期を中心に必要最小限の季節的雇用やアルバイトなど、また地元の
農業従事者を契約社員に雇用するなどの併用を図ることなども一案として有効であろう。
第３の問題の収益の拡大は、１９９７度の夏季にオートキャンプ場が開設されたが、この施設の利用
効率を高めるため、地元自治体や諸団体の協力を得て多彩なイベントを企画するなど、種々の工夫
により利用効率を高め収益の確保を図る必要がある。
その１つの方法として、〈六日町こしひかり〉や〈山菜を利用した特産品〉の販売など、六日町の
新たな特産品開発が考えられているが、町の資金援助に頼らず自らの企業努力により、新しいアイ
ディア商品の開発を図る姿勢が重要である。
近年、クリーン・ツーリズムが脚光を浴びている。このグリーンツーリズムの流れと歩調を併せ、
都市と農村の交流を図るよう種々の対策を講じ、農家の所得確保の機会を増加させると同時に、中
山間地域対策の一つとして農村整備を進めることが重要なポイントである。
都市側では、労働時間の短縮化の傾向はますます強まる傾向にあると同時に、都市民の自然志向
や農業体験志向も強まる傾向にある。
しゃくなげ湖畔開発公社は、このような動向を踏まえて、都市と農山村の交流を積極的に進め、
地域活性化を推進することを期待するものである。
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Ⅳ　新潟県旧塩沢町新雪センター―郷土の先達画伯の文化資料記念館整備に
併せ地元関係者の出資を得て物産館新設を管理運営する例―
１　地域概況
旧塩沢町は、新潟県南魚沼郡魚沼盆地の中央の魚野川登川沿いに位置し、１９５５年代に中之島、石
打、上田、塩沢の四つの村が合併した町である。
旧塩沢町は総面積の８３．７％が山林、原野で、山ではキノコがとれ、田ではコシヒカリが栽培され、
南魚沼産コシヒカリはブランド品として高値で取引されている。また日本有数の豪雪地帯である
が、冬期はスキー場が盛んである。
このような自然環境を背景に、ノルウェーやオーストリアと姉妹都市協定を結んでいる。
旧塩沢町は、上越新幹線の浦佐、越後湯沢駅の中間に位置しており上野から１時間５０分、新潟か
ら５０分、関越自動車道では練馬から約１２０分、新潟西からは約８０分の距離に位置し、東京圏から
日帰り旅行が楽しめる立地条件にある。
ちなみに、旧塩沢町は、２００５年１０月１日、「新設」市町村合併された南魚沼氏に、「編入」され、
南魚沼市になった。本稿では、合併前の旧名称を用いる。
２　事業化の経緯
旧塩沢町は気象的・地理的に厳しい自然条件にあるため、他の地域に比べ近代化の歩みが遅れた。
加えて、離農、地元就業者の減少等の要因が相俟って、年々人口は減少傾向にある。
このような自然社会条件の中で、塩沢町の衰退に歯止めをかけるため、「塩沢町おこし」が始まっ
た。商工会では、「塩沢らしさを持った個性豊かな魅力ある塩沢町」の創造を基本理念に、事業化の
業推進が図られてきた。
地域活性化を推進するためには、地域には何が不足しているのか、また地域の特徴とは何かなど
について、現況の正確な把握とその認識が必要である。そのため、まず現況分析を行い、この分析
を踏まえ地域に適合した産業を見定め、地域活性化政策を樹立していく必要がある。
この政策を実現する手法の一対は、工場や企業などの誘致を図ること、また地域固有の資源を再
発見し、これを利活用し地域活性化を図る「内開発型産業おこし」がある。塩沢町の場合には、「内
開発型産業おこし」が必要であると認識された。
「内開発型産業おこし」の推進に際しては、既存産業の活性化、伝統産業の蘇生と振興、未利用
資源の開発とその起業化、さらに観光資源の再発見を図るとともに、それらの進展について対外的
にアピールしていくことなどが必要であるとされる（図１）。
塩沢町商工会は、「内開発型産業おこし」を推進するための基本的な要諦は、地域活性化は地域住
民自身が自らの自発性と能動性により行なうものであると、「村おこし事業」の中心テーマを、次の
２つの観点、地域内特産品、未利用資源を活用した特産品開発、観光客誘致増を図る観光資源
開発事業化の推進をはかる必要があると考えたのである。
塩沢町では、「村おこしの基本理念」をもとに、「村おこし事業推進組織」を中心に、さまざまな
特産品開発が試みられてきたが、町には開発した商品の展示販売を行なう施設や町名産を展示紹介
する資料館・物産館等の施設がなかったため、商工会では特産品開発等を紹介する「物産紹介展示
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販売施設」をまず整備する必要がある、と計画立案が推進された（図２）。
一方、１９８９年５月、〈鈴木牧之記念館〉が施設整備され開館予定を踏まえ、隣接地に商工会が小規
模な土産品販売店舗を整備する計画が浮上した。
図１　塩沢町村おこし概念図
図２　むらおこし事業推進組織図
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出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３
セクター方式」の研究　№２』２１７頁
出所：上掲書、２１９頁
この施設計画の検討過程で、どうせやるならばもう少し規模の大きな施設にした方が効果的であ
ると判断され、商工会の施設計画案に、町が助成金を交付し、施設規模を拡大した計画案を推進す
ることになったという経緯がある。
このように、「旧町と商工会が協力して施設整備を行う事業方式」が採択された。「この事業の推
進手法は第３セクター方式がよい」と判断され、事業推進主体として㈲親雪センターが設立された。
会社設立経過は、要約すると、次のとおりである。
１９８９年１０月：牧之記念館完成に伴い旧町有地を利用し土産販売施設の許認可申請を商工会より申
請。１２月：町よりイベント広場に休憩施設を整備する考え方があるので、休憩所と平行した施設整
備を考えるとよいと提案される。１９９０年４月：塩沢地区にある塩沢商店会を中心に（仮称）塩沢町
物産館建設準備委員会（以下：準備会）の設立を決定。６月：準備会発足。町、商工会、塩沢商店
会から役員を選出し、今後の方向性を検討。町が整備する施設であるが、総工費５，４００万円のうち
１，５００万円を準備会で負担する旨、町から要請される。７月：町１００万円、商工会１００万円、商店会４００
万円の出資を基本に基本構想を検討。借入金１，５００万円。７月：建物着工。１１月：商工会より１，０００
万円を限度に５年間の利子補給を決定。１９９１年１月：建物完成。（補助対象施設のため６月まで使用
不可）。２月：第３セクター方式の会社の必要性を認識した農業協同組合、織物組合、酒販組合を加
え、準備会の組織づくりを決定。３月：第３セクター設立準備に向けて定款内容、運営方法等を検
討。４月：会社設立のため定款認証手続きを商工会に委託。５月：公証人役場で定款の認証。塩沢
信用組合、塩沢農協に出資払込取扱業務を委託。５月３０日：設立登記申請等登記を完了。６月：旧
町が直接管理する部門の経費等細部の検討。７月：牧之茶屋（通称）開店記念式典開催。
３　事業化の特徴
親雪センターは、当初、商工会が独自に旧塩沢町を紹介する小規模な「物産紹介展示販売施
設」の整備計画に端を発する。加えて、旧町が施設整備費の過半を助成交付したこと、当時は、
一般に公共と民間が協力し事業推進する手法として第３セクター会社を設立する傾向があったこ
となどを背景に、第３セクター方式が採用されたのである。
当初の段階では、商工会は第３セクター方式を採る考え方は全くなかったが、旧町から施設整
備の助成金の交付、また町の要請を受けて「商工会」「塩沢」「塩沢絹織物の会」「酒販組合」
「地元商店会」「塩沢町」の六団体の協力が得られたことなどにより、第３セクター親雪センター
が設立された。
事業化の特徴は、要約すると、「事業主体は親雪センター」「管理運営主体は親雪センター」
「資金調達方法は①自治体からの補助金、②自己資金、③借入金」「用地取得方法は旧塩沢町からの
無償借地」「従前の土地所有者は旧塩沢町」「現在の土地所有者は旧塩沢町」である。
この施設を整備および管理運営する事業会社の設立は、一般に、第３セクター方式と呼ばれる方
式がとられたが、当初の資本金９５０万円（その後増資され、資本金額１，６１５万円）の出資額は、施設
が整備された地域の「地元商店会」「や「塩沢絹織物絹の会」など、いわゆる地域の住民団体などよ
り構成される産業団体から出資を得て設立されたという意味で、「行政」「民間企業」「住民」の共同
出資により設立される《ジョイントセクター》方式である、と呼ぶことができる。
㈲親雪センターは、〈村おこし事業〉を具体的に推進する施設・組織として、開発された商品や名
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産品を紹介するとともに、展示販売や飲食物の提供などを行なう観光物産館の機能や役割を担った
施設であると位置づけられる（表４）。
ちなみに出資額と出資者は、次のとおりである。
出資額（２，６５０千円」は安達勉（塩沢町商店会長）、「２，５００千円」は小野沢一吉（塩沢町町長）、
「１，０００千円」は宇賀山正昭（塩沢町商工会長）、林昭治（塩沢農業協同組合長）、高野信義（塩沢町
小売酒販組合代表）、「９５０千円」宮田俊夫（塩沢織物絹の会会長）、「５０千円」は樋口忠二、黒田一、
高橋信勝、阿部邦栄、大塚隆二、塩谷成一、須藤利春（塩沢町商店会）、中島清志（塩沢織物絹の
会）である。
４　施設概要と事業内容
施設概要は、敷地面積２０２．４４㎡で、主たる事業内容は工芸品、土産物品、自動販売機などでの販
売、飲食店の経営などである。
施設の立地条件からみて、親雪センターに隣接する〈鈴木牧之記念館〉を利用した観光利用者や
町に観光に来訪した来訪者などに対し、塩沢町の名産品を生かした土産品や工芸品、また物産品等
を展示販売する意味で「観光物産館」事業であるといえる。
これらの物産品や土産品は、町民からアイデアが出されたものを、お菓子組合と協力し開発、製
造されたものも多い。土産物の多くは、塩沢町名産品のハッカやキノコを使用したものである。塩
沢町名産品のハッカは古くから有名で、明治時代には砂糖を使用してハッカ糖が作られ、銘菓とし
て販売されてきたが、現在は、採算性の問題からハッカを栽培する農家はほとんどなく、もっぱら
原材料は北海道産のハッカが使用されている。
また塩沢織物の反物、小物品、あるいは地酒や塩沢米なども販売されている。
ちなみに、当施設に隣接して整備された《鈴木牧之記念館の鈴木牧之》とは、１７７０年塩沢町の商
人の子として生まれた文人で、民族の風習や習慣を絵や文でつづった「北越雪請」（雪国越後の民俗、
習慣、伝説、産業を詳述した牧之の代表作で、発案から出版まで４０年近くかかった。１８３７年（天保
８年）に山東京山により開板され、当時のベストセラーとなり、多くの人に愛読された）や「秋山
紀行」などの作品を残した人物として知られている。
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表４　事業化の特徴
　　牧之茶屋施　設　名
㈲親雪センター管理運営主体
㈲親雪センター施設整備事業主体
①自治体からの補助金、②自己資金、③借入金資金調達方法
旧塩沢町からの無償借地用地取得方法
旧塩沢町従前の土地所有者
旧塩沢町現在の土地所有者
５　施設整備費と資金調達法
施設整備費は総工費６，０００万円である。そのうち、旧町の補助金は３，０００万円で、残りは借入金で
ある。㈲親雪センターは、当初９５０万円の資本金で事業が開始され、その後７１５万円の増資がなされ、
現在資本金合計額は１，６１５万円である。
この施設の整備は、旧町から施設整備事業費の２分の１の補助金が支出されたが、残りは地元の
信用組合からの借入金による。その後、施設整備の際の借入金の金利負担を軽減するため、７１５万円
が増資され、元金の返済に充当された。
６　会社概要
施設の管理運営は、㈲親雪センターが行っている。また経営課題などは、地元の各団体の代表者
等で構成される１４名の役員によって議論検討されている。
７　経営・運営状況
当初、〈鈴木牧之記念館〉施設整備により、記念館の見学利用者は年間約２万人あると推定され、
そのうち約６割が当施設を利用すると推定された。
一方、バブルの崩壊に伴い、年々観光利用者は減少する中で、売上額も年々減少傾向にある。
現状は、旧町から年間１２０万円の補助金の交付を受けて、黒字を保っている状況である。
今後も、景気の影響を受け、また、中越地震の被害の影響などとも相俟って、観光利用者の増加
は見込めないと考えられることから、このままでは衰退の一途を辿ると懸念されている。
８　地元地域への波及効果
地元への波及効果は、〈鈴木牧之記念館〉の見学利用者に対し、土産品や観光物産品が販売できる
と同時に、飲食物の提供ができるという利点がある。
また新商品開発する場合は企業に依頼するなど、地域への波及効果をもたらす努力はされている
が、実際にうまく軌道に乗っていないのが実情である。
一方、販売品は土産品販売等に限定されているため、景気の低迷や観光利用者の減少などが影響
し、収益は圧迫される傾向にある。
９　自治体との関わり
自治体との関わりは、施設用地を無償で賃貸借しているとともに、施設の運営費の補助金の交付
を受けるなど財政的な支援措置があげられる。
親雪センターは、自治体からの財政支援措置は、経営上、極めて重要である。
一方、旧町側では、将来的にはこれらの財政支援措置などを再検討する中で、この施設が自立し
て経営できることを強く望んでいるといわれる。
１０　企業との関わり
旧町内の企業が販売している土産品は、親雪センターの利用促進の要請を受けて、企業側からも
販売商品などの提供を受けるなど協力を得ている。と同時に、親雪センターから企業に対し、新商
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品の開発を要請し、製造依頼などを行なっている。
１１　問題点と課題
親雪センターは、当初の発足段階では事業が軌道に乗った時点で、商工会に運営が任される予
定であったが、実際には町から補助金の交付がないと、黒字経営にはならないのが現状である。こ
の現状を打開するため、収益性が期待できる事業を展開していく必要がある。
一般に、第３セクターに対し、公共側は売上げや収益性が見込める場合は力を入れる傾向がある
が、収益性に乏しかったり、経営赤字が続いたり、地域経済に対する波及効果十分に見込めないよ
うな場合には、経営上の責任問題とも相俟って、関心がもたれなくなる傾向があると指摘されてい
る。この親雪センターも同様の傾向にある。
旧町が、経営に直接参加することはほとんどない。その結果、町では書類上の経営状況だけをみ
て判断することになる。「経営状況がよくないので、経営改善策が必要である」と。
旧町では、経営改善するように指導するとともに、経営支援策として補助金を交付しているが、
具体的な対策を講ずることなどの観点からの指導はほとんどないのが現状ある。
旧町側は、第３セクターに対し、一方的に経営責任を押しつける傾向があるという不満が、セン
ター側にみられる。センターの経営が軌道に乗らないため、両者共に責任を回避する体質が色濃く
でている。それによりさらに経営が厳しくなり、負のサイクルに陥っている事態となっていること
を強く憂えるものである。
いずれにしても、第３セクターの経営を軌道に乗せるためには、公共側と民間側が相互に協力支
援する中で、一体となり改善策を考えることが、現状の打開策として必要であることは論を待たな
い。
元来、親雪センターは商工会が独自に小規模施設を整備する計画構想に対し、旧町側の要請に
より第３セクター方式が採用された経緯がある。商工会側では、当初の段階では旧塩沢町の土産品
を紹介する施設として整備する計画を考えていたが、収益が見込めることを予定して施設規模を計
画したわけではないという不満がみられる。商工会が当初の段階で考えていた小規模施設であれ
ば、投資額も少ないことから、時間をかけて事業展開することにより一定の収益を確保することは
可能であったかもしれない、といわれている。旧町の要請により、当初予定していた規模が拡大し
たため、投資規模に対する収益の回収の見通しが大幅に相違する結果になった。加えて、地元の旧
一般町民の関心が非常に低いため旧町民の協力はほとんど得られていないこと、また肝心の観光利
用者等にはあまり認識されていないため当初予想していたほどに利用者はないことなどが、経営不
振の原因であると指摘されている。これらの要因が相俟って、結果的に赤字経営が続いているとい
える。
これまで旧町は、このような事業を手がけたことがなかったため、成功するのか、失敗するか、
的確な見通しがないままに、第３セクター事業が実施されたことが当時の状況であった、親雪セ
ンターの経営不振問題は、旧町の計画見通しの甘さ、行政の支援体制の確立が十分されずに計画が
実行されたことに起因するものであるといえる。
しかしながら、計画の見込み違いなどの要因が重なったにせよ、行政側に責任を転嫁したまま経
営改善など経営責任の意識が希薄であるという意味では、第３セクターの経営責任、商工会の経営
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指導や経営支援体制には大きな問題があるといえる。
１２　今後の方向と展望
親雪センターは、出資した民間企業や団体側では、自社製品を販売できるメリットがあるが、
一般の町民については直接的なメリットは少ないため、一般町民の関心はかなり低いといえる。
これでは、観光利用者のための第３セクターにとどまらざるを得ないため、地域住民の関心を高
めるための種々の工夫や対策が必要である。その一つの方法として商工会では、塩沢町商店街青年
部が実施している冬季「雪請まつり」に参加することなどにより、商工会活動を一般町民に関心や
認識をしてもらい、地域住民の協力を得るためにさまざまな努力を行っている。
一方、旧塩沢町には旧所名跡が沢山ある。それらを観光利用者に紹介するための町内観光バスが
ある。この観光コースに記念館見学を組み込み、利用者を増やす努力はされているが、成果はあ
がっていない。
今後は、次のような観点からの改善策が必要である。
第一に、親雪センターと鈴木牧之記念館は、国道１７号線また塩沢駅からやや離れたところに立
地している。国道から記念館へ通じる誘導路のアクセスや道順などの案内標識や掲示板などが不十
分で、センターや記念館の位置がわかり難い点がある。この点を改善し、観光利用者のスムーズな
来訪者につなげる必要がある。
第二に、土産品は、現状のままではインパクトにかけるため、新しい名産品開発をする必要があ
る。新製品開発は困難を伴うが、名産品開発は絶え間ない息の長い努力が必要である。地域活性化
の観点からも、是非、必要である。
第三に、旧町からの補助金の交付を受けず、独自運営するには収益性の高い商品販売をする必要
がある。この問題を解決する方法として、さまざまなアイディアが考えられ、検討され、実行され
ている。一例として、八海山、鶴鈴、高千代など、塩沢町の地酒や地酒ケーキ、塩沢町の紡ぎ織物
などの特産品があるが、これらを郵便局の「ふるさと小包便」を利活用し、積極的に遠隔地へ販売
を行う中で、塩沢町の名を全国に広めていく試みがある。
一方、豪雪地帯の旧塩沢町は、冬季の時期になると毎年関東方面などからスキーやスノーボード
スキーを楽しみに多くの利用者が来町する。これらのスキー利用者等に対し、積極的な宣伝活動を
行い、アフタースキーに来館してもらうと同時に、来館者に対する土産品の販売を行うこともアイ
ディアのひとつとして有効であろう。
このままでは、親雪センターは衰退の一途をたどるばかりで、事業を立て直すためには、これ
らの問題点の解決を図ると同時に、さまざまな業務の改善や工夫を行う必要がある。
典型的な第３セクター方式の失敗例であるといえるが、経営改善策の一つとしては、「第３セク
ターを解散して町営にする」または「民間企業にそっくりそのまま業務委託する」など、抜本的な
経営改善方策を検討する必要がある。経営危機、経営破綻状態における第３セクター会社の再生例
となるような対策が講じられることを期待するものである。
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Ⅴ　愛知県新城市山湊（さんそう）―一般市民１００人の出資を得て地域活性化・地
域振興対策の推進および古建築物の保存・活用など管理運営する例―
１　市の概況
愛知県新城市は、東京と大阪のほぼ中間にあり、愛知県の東南端、東三河の平坦部と山間部の接
点に位置している。県庁所在地の名古屋市には８０㎞、東三河の中核都市豊橋市へは２０㎞の距離にあ
る、人口３万７，０００人の地方都市である。
市の中央部には、東西に国道１５１号線、飯田線、一級河川豊川が貫き、豊川は東を上に西方へ
流れ、三河湾に注ぐ。流域両岸には桜淵県立自然公園、市域周辺には天竜奥三河国定公園や本宮山
県立自然公園など、豊かな自然に恵まれた街である。
２　中心市街地活性化への取組み
新城は、江戸から明治中期にかけて、交通の要衝地として栄えてきた街である。吉田（現在の豊
橋）方面から豊川を舟で上り、「新城」で、産物は馬の背に乗せられ、信州（現在の長野県）下伊那
方面へと運ばれた。一方、信州方面からの産物は「新城」で馬の背から舟に積み換えられ、豊川を
下っていく。当時、馬が波のごとく往来し、舟運と陸運との結節点で物流の拠点として賑わった「や
まのみなと」である。この交流や繁栄の有様を例えた言葉に、「山湊馬浪」（さんそうばろう）があ
る。
まちづくり会社の名称「山湊」（さんそう）は、この言葉に由来する。
１８９８年、豊橋から新城まで敷設された鉄道により交通の形態は「舟運から鉄道へ」と変わり、鉄
道はさらに信州下伊那方面に延伸されるに伴い、新城は物流の集配拠点、物流の中継基地の役割や
機能を失い、次第に通過地的な性格が強まった。
高度経済成長期以降の経済発展は、同時に車社会現象をもたらしたが、これまで人や物流が集中
していた鉄道駅周辺は狭小幅員の道路、袋小路、密集した建物、細分化された土地や商業機能など、
都市的機能の発展を阻害する厳しい諸条件が重なっていたため、１９７９年から１５年間で、中心市街地
の人口は１６．４％、店舗数は２７．２％減少している。
３　まちづくりへの取組みの背景とその経緯
飯田線新城駅周辺は、１９６４年に計画決定された都市計画道路が交差する地区で、また１９７０年愛
知県知事が定めた「都市計画に関する整備・開発・保全の方針」で中心商業業務地として整備する
方向が示された地区であるが、何れにも事業着手には至っていない。事業が着手できなかった最大
の理由は、市の財政事情と同時に、約５０世帯の移転補償問題など地権者対策が複雑で困難なことに
起因する。
地方小都市の車の依存、流通環境の変化、コストに対する意識の変化など、かつての賑わいを失
い、商店街形成が崩壊状態にあることを憂えた商業者を中心に地域住民や市民の間に危機感が生ま
れた。
このような状況の中で、駅周辺の商工会が「まちづくり研究会」を発足させ、まちの活性化につ
いて研究を行なうこととなった。とりわけ、商店主の二代目、三代目の跡継ぎ世代に、「まちづく
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り」の意識やその機運が芽生えたことに端を発している。
この「まちづくり研究会」が主体となり、地域住民、市民を加えた「まちづくり協議会」が山湊
の母体としてまちづくり活動を行なってきた、
この協議会活動を支えたのは、建設省住宅局「良好なまちなみ形成の推進」、愛知県「まちなみデ
ザイン推進事業」など「まちなみデザイン推進事業」と呼ばれる補助制度である。また地区内に協
議会活動の拠点場所を設け、運営を促進するために市の単独事業として「拠点施設運営事業」が実
施された。
４　まちづくりと市民参画
中心市街地の空洞化の状況を憂えた住民組織「まちづくり協議会」の活動が開始されたが、商業
地の地価下落動向が重なる状況で、将来の新城市の顔となるまちづくりができるかどうかが、協議
会メンバー間で議論された重要問題であった。
新城市のような地方小都市では、「４００年余の長期に渡り、市街地整備の変革の荒波を受けたこと
のない市民には、『市街地整備』という言葉を聞いただけでアアレルギー症状を発し、消極的な姿勢
を生み出し、感染するのではないかという不安が生じてしまう」と、担当者は当時の状況を語って
いる。
その結果、「住民に勉強会や研修会より、目に見えるもの、つまり形のあるもの、そして、数字で
表されるものが理解されやすい」という結論に達したわけであるが、施設を建設など整備するには
資金が必要である。それを、公共事業で実施すると、計画から完成まで相当の歳月を要することに
なる。いっそ「協議会メンバーが自ら資金を出して実施するのはどうか。また市からの出資も要請
したらどうか、というアイディアが出された」。
市では「協議会活動の熱意に答えるとともに、中心市街地の活性化は中心街で生活する人建だけ
でなく、利用する人を含めた市民全体の問題であること、また市民の大切な税金を使うことから、
まちづくりに関して意欲のある人にも関わっていただくことが重要であり、まちづくりの意識を高
める起爆剤にしたいという」観点より市の出資が決定された。
人が動いて、初めて、ハードな“まちづくり”が動き出す。如何にして、人が動くかが大きな問
題となる。この「会社づくり」はまちづくりに対する戦略であると同時に、人づくりに対する戦術
でもある。
このような観点から行政は、まちづくり協議会の活動を全面的にバックアップしたが、それは「住
民が主体となって、既存のまちの住環境（生活環境）の改善をする運動を促進する」ことに他なら
ない、という基本的な考え方による。
企業からの資金提供を当てにするのではなく、市民を対象に、市民からの出資金を資金調達する
という方法が採られ、リーダーの熱意が市との共同参画、共同意識、また１００名の株主を募集する困
難な問題を、わずか半月足らずで出資者を募り終えたという結晶となって実現された、と高く評価
できる。
５　まちづくり会社の創設
自分達で集客性のある各施設を造るため、種々の観点より検討した結果、歴史的価値を有する建
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物を活用した市民と市が共同で出資する「山湊」、通称「まちづくりのさんそう」である。
社長には、まちづくり協議会の会長が就任し、無報酬で活動する取締役や１０１名の株主（１名は市）
が会社を支えた。現在、大幅な黒字経営とはなってはいないが、収入支出がほぼ均衡状態にある。
何よりも、中心街区に人が集まるようになった成果は大きい、と高く評価されている。
会社の創立は、まちづくりの始点である「人づくり」にも密接に結びつき、会社創立に向けた活
動の成果として、１００人の出資者（理解者）の協力が得られたこと、またまちづくりリーダー達の活
動を周囲の人々が容認したことにある、と理解されている。
６　会社設立の特徴
さまざまな法人組織や組織形態がある中で、株式会社形態を選択した理由は、「まちづくりは経営
である」という理念とともに、出資形態が明確なものであるということに起因する。
当時は、などの非営利法人などに対する理解も、法的整備もなされていない状況である。今
日的には、法人として設立された可能性もあろうが、主体的な市民参画方式を、このように具
体的な形で具現化した功績は高く評価できる。
会社の出資額は、市民一人が１０万円を出資する。その市民が１００人いる、合計１，０００万円である。
一方、市は市民側の出資額と同額の１，０００万円を出資した。資本金総額は２，０００万円である。
山湊の設立は、第３セクター方式と呼ばれる形態が採とられたわけであるが、市と市民からの
出捐を得て設立されたという意味で、「行政と市民」の共同出資を得て設立される《第４セクター方
式》である、と呼ぶことができる。
会社設立の特徴は、①市民の出資１，０００万円（市民１人１０万円×１００人）と②市の出資額１，０００万円
で、市民の出資額と市の出資額の合計額２，０００万円で、市民会社㈱山湊を設立したことにある。資金
調達が比較的スムーズに運んだ背景には、「祭りを通じて地域の人と人の繋がり」があったからであ
ると指摘されているが、このような市民意識が底流にあったことが大きな要因であるといえる。
山湊（さんそう）の事業分野は、当初の段階では「文化事業」「物販事業」「飲食事業」「観光事
業」の４つの事業を中心に展開された。具体的には、①「藍染め」を新城の新しい文化として位置
づけ、②「倉庫」を活用しての工房の運営、③「昔の旅籠屋（はたご）」を利活用しての市民ギャラ
リー、④「空き青果物店」を利活用した物販店の３店舗の経営を行なっている。ギャラリーでは作
品の展示と併せて作家と懇談できる、パーティーなども行われた。物販店では、新城地域及び近隣
市町村の特産品の開発・販売などが行われていた。
現在は、これらの当初事業のうち「倉庫を活用した工房の藍染運営」事業が行なわれているのみ
である。
７　会社設立の目的と意識
　　株式会社「山湊」（さんそう）の名前の由来
会社の名称は、江戸時代の新城の庄屋や、太田金左営門の著書『山湊馬浪』（さんそうばろう）名
前に由来する。江戸時代に新城は吉田町から豊川を溯り運ばれた物資を陸揚げし、馬に積み替え信
州方面へ輸送する交通の要衝地として大きな役割を果たしてきた。新城にはに積み荷の馬があふ
れ、まるで波のようである。書物の中で、「山湊馬浪」と表現され、新城の繁栄ぶりが紹介されてい
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る。
新城のまちづくり会社の名前は、これにちなみ、「山湊」（さんそう）と名付けられた。昔の「繁
栄したまちにする」願いが込められた名前である。
　　経営理念
山湊の経営理念は、①地域住民の生活環境向上のために寄与、②住民参加型の組織とし、会社の
地域社会における役割について先進的な辞令を創造、③明るく、活力ある地域社会の創造である。
　　営業方針
新城市を全国的にしていくための核となる施設を運営、経営する。
　　事業目的
事業目的は、①新城市に在住の工芸作家の協力を得て文化的な拠点を創造、②新城市及びその近
隣の物産の販売拠点、③郷土料理、郷土の食材を使った料理により、食文化の拠点、④奥三河地域
全体の活性化に寄与することである。
　　事業内容
会社設立当初は次の４つの事業が展開された。
工芸作家の協力を得て行なう事業は、①ギャラリー、②工房、③教室、④体験コーナー、⑤セ
ミナーからなる。物販事業は、①地域産品の販売、②地域工芸品の販売、③食品の実演販売、④
地域食品の販売、⑤菓子の販売、⑥特定商品の開発及びその販売からなる。飲食事業は、観光客
向け料理について、近隣の料理店にレシピを配布し、規定に従い郷土料理等を提供する。観光事
業は、奥三河玄関口という立地地域特性を活かして、奥三河観光の総合案内をする。
　　会社概要
①会社名称：正式名称：株式会社　山湊（さんそう）　通称：まちづくりのさんそう
②組織形態：株式会社
③役　　員（１９９３年：第１期）：代表取締役社長　福田義久
④設 立 日：１９９３年７月１日
⑤決 算 期：５月３１日締め（初年度６月設立、翌年５月３１日決算）
⑥資 本 金：２，０００万円（１９９７年現在）
⑦株式発行額：１株５万円：４００株発行
⑧株　　主：筆頭株主：新城市、公募１００名（１口２株）
⑨幹事銀行：愛知銀行
⑩事業所所在地：本社：新城市字町並２６番地
　　事業展開
当初事業は、①物販事業部：名称「湊屋」、②ギャラリー事業部：名称ギャラリー「冨貴館」、③
工房事業部：名称「山の工房」により開始されたが、現在は、「山の工房」を中心に、①工房事業
部、②営業推進部、③推進部、④企画開発室、⑤山湊自酒の会、⑥情報事業部が行なわれてい
る。
８　今後の方向と展望
「まちづくりのさんそう」山湊は、「新城市のまちづくりの拠点である」と位置づけられる。
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山湊は市と市民の出資を得て設立されたという意味では。「行政」と「市民」の共同出捐を得て設立
された《第４セクター》方式である、といえる。
ちなみに、同社を設立する前には、筆者が会長職（当時は常任理事・事務局長）を務め、研究会
活動を行なっている「第３セクター研究学会」に、新城市長が入会され、地方小都市における地域
活性化や地域産業育成を図る観点より、第３セクターの事業やその事業展開の在り方などを研究さ
れていたことを忘れてはならない。当時、市長は、第３セクター方式に強い関心を持たれ、研究会
にしばしば参加され、意見交換、議論、また質問されていたことが印象的であった。同社の設立に
は、これらの経験を踏まえ、株主構成や出資額また事業内容などを、自分達の身の丈にあった形で
検討されたものである、と推察できる。
今日、さまざまな地域で誕生し、発足している「コミュニティ・ビジネス」の萌芽期におけるビ
ジネス展開の方法の一つとして、また市民参画を主体とした「コミュニティ・ビジネス」の在り方
の方向性を示すものとして高く評価できる。
㈱山湊（さんそう）の事業分野は、当初の会社設立・発足段階では、「文化事業」「物販事業」「飲
食事業」「観光事業」の４つの事業より構成されていた。このうち、「昔の旅籠屋（はたご）を利活
用した市民ギャラリー」と「空き青果物店を利活用しての物販店」の２店舗の経営は、経営採算性
の面からの問題もあって事業は撤退している。
現在、「昔の旅籠屋」は蕎麦屋さんが営業しているが、「空き青果物店」は空き家のままである。
現在活動している「倉庫を活用しての工房の運営」は、同社の発足当時より、婦人層の努力と工夫
により、連順調に活動が展開されてきたことは、特筆すべきことである。
このように、市民が出資した「市民会社山湊」は、厳しい社会経済環境の荒波に翻弄され、当初
段階で実施されていた事業のいくつかについては、やむを得ずに撤退した事業分野がある。とはい
え、株主として支えている多くの市民が多数いること、また新たな事業展開に活路を見出している
こと、同市の活動の一環として位置づけられていることなど、その活動や事業展開は高く評価で
きる。
その意味では、安易に非営利法人の法人設立（当時、制度として存在していない。また、過
渡期のためやむを得ないと考えられる面もあるが、実際に法に基づき法人格を取得した法人の
活動内容や事業規模をみると、十分とはいえない法人が多々ある）するのではなく、経営採算性の
観点から、またこれらの事業経費など諸費用を捻出する観点から、費用対効果が明確に把握できる
株式会社形態を選択したことは、高く評価できる。
どのような事業活動やサービスの提供事業を行う場合でも、基本的に、経費や費用がかかること
は当然である。事業活動の方向を明確に位置づけ、その経費を回収するという意味で、株式会社形
態を選択したことは正鵠を得たものであるといえよう。
今後も、まちづくり市民会社として、市民の知恵と英知を発揮し、地域資源を生かした「コミュ
ニティ・ビジネス」の展開に尽力されることを期待するものである。
（注）
各事例については、それぞれ取材・ヒアリング当時の各担当者等より、提供していただいた資料・
データをもとに執筆している。
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　新潟県旧高柳町じょんのび村協会の事例については、①出井信夫編著『公私協力方式と第
３セクター方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部３章「地域活性化を推
進する新潟県の主な第３セクター」（１１９１３０頁）の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年
度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県旧中里村なかさとの事例については、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の
研究助成を受けて執筆した論文である。
　新潟県旧六日町しゃくなげ湖畔開発公社の事例については、①『公私協力方式と第３セク
ター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所９の第２部２章「観光レクリェーション
施設を管理運営する第３セクター」（１９２２００頁）の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年
度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県旧塩沢町親雪センターの事例については、①『公私協力方式と第３セクター方式の
研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の第２部３章「公共公益施設を管理運営する第３
セクター」（２１６２２３頁）の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助
成を受けて加筆した論文である。
　愛知県新城市山湊（さんそう）の事例については、①出井信夫『都市・地域政策と公民連
携・協働―・・・基金・公益信託・第３セクターの研究―』２３２頁。②参議院事務
局「地方行政・警察委員会」編（出井信夫編著）『地方公社・第３セクターの実情とその在り方
に関する調査報告書』（１９９９年３月、「地方公社・第３セクター研究会」１９９８年８月～１９９９年１
月）所収。③古市知久「市民も出資したまちづくり会社の創設」『自治フォーラム』（１９９８年４
月号、第一法規出版、５０５４頁）。④博士学位論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に
関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たな
タイプの出現」の諸論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受
けて加筆した論文である。
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